
資料３－２ 

消費者基本計画（平成 22年 3月 30日閣議決定）（消費者教育部分抜粋） 

 

第２ 消費者政策の基本的方向 

 
消費者基本法は、消費者政策の推進は、「消費者の権利の尊重」と「消費者

の自立の支援」を基本とするとともに、高度情報通信社会の進展、消費生活の

国際化の進展、環境の保全などに配慮して行われなければならないことを定め

ています。 

また、国会における消費者庁等設置関連法案の審議において、地方公共団体

の消費者行政の重要性とこれに対する国の支援の必要性が指摘され、このこと

は関連法案の附則や審議における附帯決議においても示されています。 

政府としては、消費者基本法の規定や、関連法案の国会における審議、関連

法案の附則及び附帯決議などを踏まえ、また、高齢者や子ども、障害者など消

費者の年齢その他の特性に配慮するという観点に留意しつつ、この「消費者基

本計画」が目指す消費者政策の基本的な枠組みと主な課題及びこれらを踏まえ

た重点的な取組を、以下のとおり取りまとめました。 

 
（３）消費者に対する啓発活動の推進と消費生活に関する教育の充実 

政府は、消費者が自ら進んで、その消費生活に関し必要な知識を習得し、

必要な情報を収集するなど自主的かつ合理的に行動することを支援するた

め、消費生活に関する知識の普及と情報の提供など消費者に対する啓発活

動の推進などの必要な施策を講じます。 

また、消費者が生涯にわたって消費生活について学習する機会があまね

く求められている状況にかんがみ、政府は、学校、家庭、地域、職域その

他の様々な「場」において消費生活に関する教育が充実されるよう必要な

施策を講じます。 
＜重点的な取組＞ 
ア 消費者教育を体系的・総合的に推進します。（「消費者教育推進会議」

を開催し、関係省庁が連携して消費者教育を体系的に進める体制を確立

等） 
イ 学校における消費者教育を推進・支援します。（副読本や教材などの

作成、教員の指導力向上を目指したセミナーの開催等） 
ウ 地域における消費者教育を推進・支援します。（消費者教育の多様な

主体の連携の場の創設等） 

エ 消費者に対する普及啓発・情報提供に努めます。（各種消費者トラブ



ルに対する啓発教材等の作成・配布等） 

 

【具体的施策】 

今後５年間に講ずべき具体的施策は、以下のとおりです。 

 

（３）消費者に対する啓発活動の推進と消費生活に関する教育の充実 

 

ア 消費者教育を体系的・総合的に推進します。 

 

施策

番号 
具体的施策 担当省庁等 実施時期 

87 

 

消費者庁のリーダーシップのもと、関係省

庁、学識経験者、消費者団体、教育関係者等

をメンバーとする「消費者教育推進会議」を

新たに開催し、これまでに蓄積された研究・

実践の成果を生かして小学生から大学生、そ

して成人に至るまでの多様な消費者教育を、

連携して体系的に進める体制を確立します。

推進会議においては、社会教育における指針

を各省庁で共有し普及させるなど施策の推進

を図るとともに、関係省庁の消費者教育につ

いての知見を共有しつつ、関係省庁が作成す

る消費者教育用教材や取組等の体系化を推進

します。 

また、消費者教育に関する法制の整備につ

いて検討を行います。 

消費者庁 

文部科学省

関係省庁等

平成 22 年度に着手

します。 

88 関係行政機関等で作成された消費者教育関

連の教材及び実践事例等に関する情報等を集

約したポータルサイトを拡充し、消費者教育

に関する情報と知見の共有を進めます。 

消費者庁 継続的に実施しま

す。 

89 消費者教育効果の測定手法や先進的教育手

法等について、消費者教育を効率的・効果的

に実施していく観点から検討を行います。 

消費者庁 平成 22 年度から検

討を開始します。 

90 消費者庁及び文部科学省が密接に連携し、

消費者教育を推進するために、地方公共団体

において教育委員会と消費者行政担当部局と

消費者庁 

文部科学省

継続的に実施しま

す。 



施策

番号 
具体的施策 担当省庁等 実施時期 

の連携を図るなど消費者教育の推進体制の整

備を促進します。 

91 学校教育及び社会教育における消費者教育

の推進方策について検討を行うとともに、大

学及び社会教育において消費者教育を行う際

の指針を作成します。 

消費者庁 

文部科学省

直ちに着手します。

92 国内外の学校教育及び社会教育における取

組の調査を行うとともに取組事例集の作成・

配布を実施します。 

文部科学省 直ちに着手し、継続

的に実施します。 



  イ 学校における消費者教育を推進・支援します。 

 

施策

番号 
具体的施策 担当省庁等 実施時期 

93 新学習指導要領において、消費者教育に関

する内容が充実されたことを踏まえ、新学習

指導要領の周知徹底、教科書の充実や関係省

庁の副教材の作成・配布への協力等を行いま

す。 

また、新学習指導要領の実施に向けて、消

費者教育に関する講座の充実など、教員の消

費者教育に関する指導力の向上を図ります。 

文部科学省 継続的に実施しま

す。 

94 新学習指導要領の内容を反映した副読本や

教材などの作成、それぞれの機関が有する情

報や知識を活用した教育・啓発事業及び教員

の指導力向上を目指したセミナーの開催等に

ついては、文部科学省や教育委員会と連携を

図るとともに、外部の専門家などの協力も得

ながら、学校における消費者教育に対する支

援を行います。 

消費者庁 

金融庁 

総務省 

法務省 

国民生活セ

ンター 

金融広報中

央委員会 

関係省庁等

直ちに着手します。

95 大学生等に対する消費者問題の情報提供及

び啓発を行うとともに、大学生を対象とした

効果的な内容・方法に関する調査研究を実施

し、その成果を広く還元します。 

文部科学省 継続的に実施しま

す。 



  ウ 地域における消費者教育を推進・支援します。 

 

施策

番号 
具体的施策 担当省庁等 実施時期 

96 それぞれの機関が有する情報や知識を活用

した消費者教育用教材等の作成・配布、出前

講座の実施、又は地域で開催される講座等へ

の講師派遣などを行い、社会教育施設等地域

における消費者教育の推進を行います。 

消費者庁 

公正取引委

員会 

金融庁 

法務省 

文部科学省

国民生活セ

ンター 

金融広報中

央委員会 

継続的に実施しま

す。 

97 教育関係者、消費者団体・NPO、企業・事業

者団体等の多様な主体の参画・連携による消

費者教育のための連携の場を創設するととも

に、連携の際の役割分担や取組手法について

検討し、その成果を全国的に情報提供しま

す。 

消費者庁 

文部科学省

平成 22 年度中に検

討し、次年度以降に

成果を活用します。

98 社会教育主事に対する研修の実施や社会教

育における効果的な内容・手法に関する調査

研究を実施すること等を通じて、公民館等の

社会教育施設における消費者教育の推進を図

ります。 

文部科学省 継続的に実施しま

す。 



エ 消費者に対する普及啓発・情報提供に努めます。 

 

施策

番号 
具体的施策 担当省庁等 実施時期 

99 日本司法支援センターにおける協議会の開

催等を通じ、消費生活センターをはじめ、消

費者に関する法的トラブルを取り扱う関係機

関・団体との協議会を開催するなどして、よ

り緊密な連携・協力関係の構築に努め、速や

かに法的トラブルの解決を図ります。 

法務省 継続的に実施しま

す。 

100 融資保証金詐欺や架空請求詐欺等に関する

最新の手口や発生状況について、ウエブサイ

ト、防犯講話等により若年者、自営業者等の

被害者層への情報提供・注意喚起を的確に行

います。 

警察庁 継続的に実施しま

す。 

101 生活経済事犯について、国民が自主的に被

害を回避できるよう、被害の発生状況に応じ

てウエブサイト、リーフレット等の各種媒体

により生活経済事犯の発生・再発防止に向け

た広報啓発活動を推進します。 

警察庁 

関係省庁等

継続的に実施しま

す。 

102 総務省、文部科学省及び通信関係団体等が

連携し、子どもたちのインターネットの安

全・安心利用に向けて、主に保護者及び教職

員を対象とした啓発講座を実施します。 

総務省 

文部科学省

継続的に実施しま

す。 

103 景品表示法の説明会への講師派遣をすると

ともに、同法のパンフレットを広く配布する

ことなどを通じ、同法の普及・啓発を図ると

ともに、事業者、事業者団体における法令遵

守の取組を支援します。 

消費者庁 継続的に実施しま

す。 

104 消費者が適切な選択を行うことができるよ

うに、消費者向け講習会や関係団体のウエブ

サイトを通じ、リフォーム事業者等に関する情

報提供の充実を図ります。 

国土交通省 継続的に実施しま

す。 

30 

再 

食品安全や食生活と健康について、消費者

への分かりやすい情報提供の取組を推進しま

す。 

農林水産省 継続的に実施しま

す。 



１（３）エ 消費者に対する普及啓発・情報提供に努めます。 

施策

番号 
具体的施策 担当省庁等 実施時期 

105 国民の適切な食生活の選択に資するよう、

国民の食生活に関し、食育の一環として、食

品の安全性、栄養、食習慣などについての正

確な情報の提供等を推進します。 

消費者庁 

内閣府 

食品安全委

員会 

文部科学省

厚生労働省

農林水産省

継続的に実施しま

す。 

106 地域の高齢者に身近な地域包括支援センタ

ーが、消費者被害を未然に防止するため、消

費生活センター等と定期的な情報交換を行う

とともに、民生委員、介護支援専門員、訪問

介護員等に必要な情報提供を行い、消費者被

害の防止に取り組みます。 

厚生労働省 継続的に実施しま

す。 

107 介護支援専門員（ケアマネジャー）及び訪

問介護員（ホームヘルパー）に対する研修に

おいて、成年後見制度等の高齢者の権利擁護

や消費生活センターとの連携に関する知識の

普及を図ります。 

厚生労働省 継続的に実施しま

す。(各自治体等が

年に１回以上研修

を 開 催 し て い ま

す。) 

 


